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高齢者全都共同行動（檜原村要請書）
　

本文書は、「高齢者全都共同行動」の一環で檜原村独自の福祉等にかかわる要求を盛り込んだものです。

下記の項目に沿って文書でご回答下さることをお願いいたします。

１．後期高齢者医療制度に関して

　　檜原村における医療費本人負担の半額助成（平成23年度から）については私たちもその決断について多いに評価し、継続してきたことを評価しているところです。

①　令和2年度、令和3年度における、窓口負担の半額助成による75歳以上の医療給付費の額をお示し下さい。なお、令和3年度は予算予定額で記載ください。

	
	令和2年度
	令和3年度(予算額)

	医療給付費の額(1人当たり円単位)1件当り
	311,913／件
	283,115／件


（単位：円）

また、医療給付費の額は補助前と補助後と比較して医療費の増減についてはどのようになっておりますか。
Ａ．助成制度による医療給付費の増加はないと考えています。

②　75歳以上の窓口負担の軽減については、昨年も「引き続き半額助成で実施」との回答をいただいております。私たちは引き続き「75歳以上の医療費の全額助成」を求めますので、今後の検討をお願いいたします。
Ａ．医療適正化のため、現在、全額助成は考えておりません。
③　檜原村が一般会計から支出する高齢者一人当たりの医療費助成額と一般会計の何％　　に相当しているかお知らせください。

(※)　高額療養費分を減額した実質負担額で記載してください。
	
	令和元年度
	令和２年度

	実質医療費助成額(円)
	　　　13,952円
	14,119円

	一般会計の何％(％)
	　　　0.000387
	0.000343


④　高齢者の病気による危険を考慮し、短期保険証の発行はされていないとの回答ですが、今後とも継続を要望します。
Ａ．継続の予定です。
⑤　2022年度10月から、所得により後期高齢者医療制度の窓口負担が2割になる方向ですが、私たちは医療を手控えることにより重篤化する危険も考えられ、引き続き反対しています。当面3年間は、上限の範囲での負担増を抑制するということですが、半額助成の予算措置にもかかわる問題であり、村としても声をあげてください。
Ａ．引き続き市長会や町村長会で調整していきます。
２．国民健康保険に関して

国民の所得、とりわけ年金収入に頼る国保加入者の多くは、所得が減少しています。この間、檜原村では、国保税については、値上げを抑える努力がなされていると感じています。また、国保税は所得に応じた所得割の他に、子どもも含めた人数割りでの均等割が徴収されており、その軽減について取り組まれている自治体も出ています。

①　一般会計からの繰入を継続(あるいは補助制度の創設)し、国保税の値上げはしないよう要望します。国には、1984年以前の療養医療費の40/100に戻すよう働きかけを強めてください。また、都独自施策としての国保への補助を増やすよう要望を強めてください。
　令和3年度の国保料（税）の変更の有無とコロナ感染症に伴う収入減に対し村としての財政的対応があればお知らせください。
Ａ．令和３年度は据え置き、４年度については、国保運営協議会に諮問の予定で値上げを検討中です。また国・都への要望は町村会にて行います。コロナ感染症に伴う収入減に対し、村としての対応は申請での減免制度があり、収入減を判定し減免の決定を行っております。
②　令和元年度より、あきる野市が第2子からの18歳以下の均等割部分の負担軽減策（半額助成）に踏み出しました。多摩地域でも助成が徐々に増えています。国も未就学児の子どもという限定ですが均等割軽減の方向を打出しました。檜原村でもぜひ、子どもに関わる均等割軽減策を具体化してください。
国保加入者のうち18歳年度末までの加入人数と均等割の総額について昨年実績でお答えください。また、その均等割額は、国保特別会計の国保料（税）の何％相当ですか。

	
	0～4歳
	5～9歳
	10～

14歳
	15～

18歳
	合計の

人数
	基礎分と支援分の均等割合計金額（円）
	国保料に占める割合（％）

	合計
	10
	14
	10
	10
	44
	1,064,000　　
	2.6


Ａ．村独自の子どもに関わる均等割軽減は未定です。
③　低所得者の保険税の減免（7割、5割、2割）を講じること。令和2年度における減
免申請の実態についてお知らせください。昨年回答では1件ですが少なく感じます。
是非、減免制度について周知をお願いします。
Ａ．７割、５割、２割軽減措置は既に行っております。減免申請は２件です。
④　資格証明書については、「今後は未定」との回答もありましたが、発行しないように
お願いします。
Ａ．現在は発行しておりませんが、今後は未定です。
⑤　高額療養費の支出による国保特別会計に占める年間の実態についてお知らせ下さ

い。また、高額療養費支出の主な医療給付はどのようなものですか（高額薬品等）。
昨年の調査では特に気管・気管支及び肺の悪性新生物の額が多いように思われましたが、対策等についてあればお知らせください。

　　国保特別会計・令和元年度決算額　　　　　　　　353,429,922　　　　円

（内　高額療養費　　　　　  29,622,353　　　　円）
　　主な高額療養費の支出と額について （患者数が多い疾病を特定し順位3位まで）
　　高額療養費に該当した疾病        ①虚血性心疾患②気管、気管支及び肺の悪生新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生物（腫瘍）③その他の悪性新生物（腫瘍）

　　その疾病ごとかかる年間の費用　①6,467,880円②8,594,750円③2,590,160円　　　　　　　　　　　　

⑥　短期保険証は納付の有無にかかわらず留め置きせず、期限が切れる前に本人への交付をお願いします。記載時点での発行世帯数をお知らせください。
Ａ．昨年同様、基本的に納付の際に発行。３世帯。
３．医療・健康診断に関して（特定健診、がん検診、子どもの医療費助成）

①　大腸がん、肺がん、胃がんなど無料で実施していらっしゃいます。昨年の回答では、受診率が比較的に30代・40代の働く若い世代に少ないとも思われます。また、受診率の多いところが検診結果で要精密検査が多く出ており、診察につなげられることがあります。その意味でも受診率向上に向けての取組みと令和2年度の受診率についてお答えください。 
受診率向上に向けての取組について
　・３０歳以上７４歳以下の方全員に対し、個別勧奨ハガキを送付
　・健康推進員活動の一環として、がん検診PR活動の実施
　・広報、ホームページによる周知活動
令和２年度受診率

　※令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止及び緊急事態宣言等による受診率の低下がみられます。
胃がん検診　対象：３０歳以上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	対象年齢
	男
	女

	
	対象

者数
	受診

者数
	受診率
(%)
	検診結果
	対象者数
	受診

者数
	受診率
(%)
	検診結果

	
	
	
	
	異常

なし
	要精密
	
	
	
	異常

なし
	要精密

	30～39歳
	73
	1
	1.4
	1
	0
	49
	4
	8.2
	3
	1

	40～49歳
	93
	8
	8.6
	8
	0
	88
	7
	8.0
	7
	0

	50～59歳
	156
	16
	10.3
	16
	0
	100
	13
	13.0
	13
	0

	60～69歳
	200
	44
	22.0
	40
	4
	159
	20
	12.6
	17
	3

	70～79歳
	196
	42
	21.4
	40
	2
	165
	25
	15.2
	23
	2

	80歳以上
	100
	11
	11.0
	9
	2
	186
	4
	2.2
	4
	0

	計
	818
	122
	14.9
	114
	8
	747
	73
	9.8
	67
	6

	昨年度
	891
	166
	18.6
	161
	5
	786
	115
	14.6
	113
	2


大腸がん検診　対象：３０歳以上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	対象年齢
	男
	女

	
	対象

者数
	受診
者数
	受診率
(%)
	検診結果
	対象
者数
	受診
者数
	受診率
(%)
	検診結果

	
	
	
	
	異常

なし
	要精密
	
	
	
	異常

なし
	要精密

	30～39歳
	73
	1
	1.4
	1
	0
	49
	3
	6.1
	3
	0

	40～49歳
	93
	7
	7.5
	7
	0
	88
	12
	13.6
	12
	0

	50～59歳
	156
	17
	10.9
	15
	2
	100
	22
	22.0
	22
	0

	60～69歳
	200
	52
	26.0
	46
	6
	159
	34
	21.4
	34
	0

	70～79歳
	196
	58
	29.6
	55
	3
	165
	41
	24.8
	40
	1

	80歳以上
	100
	18
	18.0
	16
	2
	186
	15
	8.1
	14
	1

	計
	818
	153
	18.7
	140
	13
	747
	127
	17.0
	125
	2

	昨年度
	891
	200
	22.4
	192
	8
	786
	186
	23.7
	177
	9


肺がん検診　対象：３０歳以上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	対象年齢
	男
	女

	
	対象

者数
	受診者数
	受診率
(%)
	検診結果
	対象
者数
	受診

者数
	受診率
(%)
	検診結果

	
	
	
	
	異常

なし
	要精密
	
	
	
	異常

なし
	要精密

	30～39歳
	73
	0
	0
	0
	0
	49
	3
	6.1
	3
	0

	40～49歳
	93
	8
	8.6
	8
	0
	88
	10
	11.4
	10
	0

	50～59歳
	156
	17
	10.9
	17
	0
	100
	14
	14.0
	14
	0

	60～69歳
	200
	52
	26.0
	51
	1
	159
	30
	18.9
	28
	2

	70～79歳
	196
	59
	30.1
	57
	2
	165
	40
	24.2
	40
	0

	80歳以上
	100
	17
	17.0
	15
	2
	186
	14
	7.5
	14
	0

	計
	818
	153
	18.7
	148
	5
	747
	111
	14.9
	109
	2

	昨年度
	891
	190
	21.3
	187
	3
	786
	149
	19.0
	148
	1


②　「令和元年度、令和2年度の特定健康診査の受診率」と受診率向上に向けた取組みと村がめざす受診率ついてお示しください。
①も含めて、受診率のアップについて行動変容（行きたくなるような）を促す先進的な取り組みもあるようです。他の自治体も参考に行きたくなるような取り組みも検討して下さい。
Ａ．受診率については、元年度３８．５％、２年度３７．３％となっております。
また、受診率の取り組みの向上については、個別勧奨ハガキの送付や広報、ホームページにより周知いたしており、今後は新たな取り組みを検討いたします。
③　昨年の回答で、子どもの医療費助成を高校終了時の年齢（18歳）まで引き上げるよう求めてきたことについて、村独自の青少年医療費助成制度を新設し実施とありました。従来の子どもの医療費助成と助成制度の違い等概要についてお知らせください。また、利用者世帯のこの間の反応があればお聞かせください。
Ａ．子ども医療費助成は都内の医療機関等の場合、医療証を医療機関等へ提示することにより医療費の自己負担が０となる現物給付であるが、青少年医療費助成は医療機関等で支払った自己負担分を後で申請し、還付する現金給付である点が異なります。
④　人間ドックの助成が進み、改善されたことに敬意を表します。今後、ＣＴ検査の重要性も増すと思います。ＣＴ検査を含め自己負担額の軽減に向け取り組んでください。
　　人間ドックとがん検診受診は目指すものも違い、対立するものではなくどちらも有用性を持っていると思います。今後は脳ドックも含めた助成の拡充も検討して下さい。
Ａ．検討致します。
⑤　加齢性難聴の方への補聴器購入の補助について要望していますが、検討課題となっております。都内23区では取り組みが進み、千葉県など近県の市等でも始まっていま　　す。都の福祉保健局は区市町村の判断で補聴器購入助成に都の包括補助（高齢者施策経費の2分の1を都が補助）を活用できると回答しています。ぜひ、補助に向け、早期に助成に向けた決断をお願いします。
Ａ．現時点で補助の予定はありません。
４．高齢者の独居対策等の改善に向けた新たな政策、また実施している中で良かった点等があればお示しください。
Ａ．現時点で新たな事業の実施予定はありません。
５．檜原村にはデマンドバスがありますが、昨年の回答で、利用者数の減少する中で、住民の方や運転手の方へのヒアリング等を行い、利用状況に見合った運行を図っていく旨の回答がありました。現段階での今後の方向につきご回答をお願いいたします。
Ａ．利用者が大きく減少している路線については、当面の改善方策の実施（観光客への周知、住民への利用促進）、短期・中期の改善方策（基幹バスを含めた改善方策及び新しい文化・産業振興関連施設との連携方策等）について検討を行います。また新型コロナウイルス禍で、デマンドバス４路線の利用者が２割程度減少しているため、コロナ禍における一時的な減少か、通学児童の減少、住民の移動に変化が生まれているのか等、引き続き利用状況を把握しながら、今後の対策を含め検討を行います。
６．介護保険について

①　檜原村では昨年の回答で「通所型サービスや訪問型サービスについて独自サービスで実施」とのの回答がありました。具体的なサービスと利用状況についてお示しください。
Ａ．檜原村介護予防・日常生活支援総合事業において、２５項目の質問からなる基本チ
ェックリストを活用し、日常生活に必要な機能の低下の有無を判定し、近い将来、要介
護となるリスクの高い高齢者を「総合事業対象者」と認定し、通所型サービスや訪問型
サービスの提供を行っています。　令和２年度：２５８件
②　介護認定を受けて要介護3以上の方の特養等の入所について、長期待機者はいらっしゃらないとの回答でした。待機者がいる場合、家族の方の負担増について何らかの配慮ある施策をお願いいたします。

また、要介護2以下の特例入所者については、令和3年度の現状での入所者数等どのようになっていますか。
Ａ．特養の待機者で自宅での生活が困難である場合は、短期入所サービスの利用や村外のサービス付き高齢者住宅や老人保健施設を案内するなど、現在の介護保険サービスで十分対応できていると考えています。平成２７年の制度改正以降、特例入所で入所した件数は４件です。

7.　教育問題・保育園問題について

①　就学援助の認定について、認定基準と4月申込み〆切時点での申請者数と認定者数の数値と児童生徒に占める認定者の率をお知らせください。
Ａ．小学校　6人　11.53%　　　中学校　3人　13.63％

　　
②　生活保護の入学準備金については、昨年段階では検討はしたが未実施とのことでした。全国的に進んできているわけですが、3月前倒しの支給について検討状況についてお答えください。また、前倒しの場合、認定が5歳児で生活保護基準が計算されることもあり、6歳児との計算での誤差が生じます。そのことを考慮した救済も実施にあたってはご配慮お願いいたします。
Ａ．検討はしましたが、未実施です。
③　小中とも入学準備金・修学旅行の単価が増額されています。単価についてどのようにされたか金額をお示しください。
Ａ．検討中です。
④　保育園に関わる保護者補助金について具体的な対応について詳細にお示しください（国の補助対象と村独自の補助対象）。
対象となっている事業所と保護者負担への補助金対象者の児童の年齢等について。
特に国が無償化の対象としていない部分への独自の対応があればお示しください。
Ａ．国の補助対象は３歳以上の幼児の保育料無償化であり、村独自の補助としては２歳児以下の乳幼児の保育料（１人目半額、２人目以降全額）と全年齢児を対象とした副食費の助成を行っています。対象としている事業所は認可保育所と認可外保育施設、あきる野市、日の出町と広域利用している病児・病後児保育施設です。
⑤　認可外保育所（山っこ・川っこ）について
村として認可外保育所への事業の運営に関わる費用への補助をお願いします。
Ａ．認可外保育施設には子どもに対する安心安全確保対策支援事業補助金や保育対策総合支援事業補助金を支払っています。
8.　檜原村としては、下記のような独自の取り組みをしていることが示されてきました。

①　安全装置付きの車の購入・変更されましたが理由と変更内容をお示しください。
Ａ．以前の補助要綱では安全装置付きの新車で本人名義の車に限られましたが、安全装置付きの中古車やローンで購入した車両も可能と致しました。また東京都の後付安全装置装着補助事業の自己負担分を助成する等、補助対象の幅を拡大致しました。一方で安全装置付きの車が普及し、低価格帯の車両にも装備されるようになったため、補助金額の見直しを行い、一律５０万円だったものを課税世帯１０万円、非課税世帯２０万円に減額致しました。

②　免許の自主返納の補助金1年につき1万円補助で3年間　　
令和2年度の件数についてお知らせください。
Ａ．令和２年度は新たに１４人自主返納

③生まれた子の聴覚検査について、5000円の補助の昨年度の利用者数をお願いします。
Ａ．令和２年度：４件
　※平成31年4月1日以降に生まれた方については都の受診券により3000円の補助が受けられるようになったため、その時より村では2000円の補助になりました。村の補助事業は平成29年度より実施しています。

④重度障害者等の15,000円上限のタクシー利用補助またはガソリン購入費の助成が行われていますが、昨年度における利用についてお答えください。
Ａ．２１件
9.　檜原村ファミリー・サポート・センター事業についてお伺いします。
　地域の助け合いで利用会員の方と協力会員の方が子育てをする会員組織とのことですが、利用会員が協力会員に報酬を支払う仕組みのようですが、村の財政からの補助等の有無についてお聞かせください。できれば、利用料への補助で低額の利用料になるよう改善をお願いします。
Ａ．現時点で利用料の助成は考えておりません。
10．「檜原村　ものづくりチャレンジ支援事業」について

　　昨年の回答で、補助額等はお示しいただきました。実際に動いている対象事業の現
状について教えてください。
Ａ．今年度、計画認定した事業は現在制作中であり、完了報告のあった事業は「檜原村山バッヂ制作事業」（山バッチの制作・販売）、「クロモジプロジェクト」（クロモジ茶の制作・販売）です。
11　「檜原森のおもちゃ美術館」については、令和3年11月のグランドオープンを目指しているようですが、どのような施設としてオープンするのか、その内容等について進んでいる具体的な方向についてお知らせください。
Ａ．檜原村の木材産業の活性化や多世代の交流拠点等として、子どもから高齢者までが楽しめる体験型施設、また、檜原産材のPR拠点となるモデルハウス的な施設となります。木造２階建て、延べ床面積995㎡の建物で、運営は指定管理とし、地元小沢地区を中心に立ち上がった「NPO法人　東京さとやま木香會」に委ねます。運営を支えていただく「おもちゃ学芸員」（ボランティア）の養成講座も開催し、村内外合わせて100名を超える学芸員を育成してきました。建物も概ね完成し、スタッフの研修等も進めながら最終的な準備を進めています。

12.　非核平和都市宣言の実施について要望しておりますが、「検討中」との回答が続いています。核兵器禁止条約は、令和2年（2020年）10月24日、批准した国が発効要件となる50か国に達し、90日後の2021年（令和3年）1月22日に、条約は発効を迎えました。そのことも踏まえ、他の市町村の宣言や村の方の体験等も踏まえぜひ早めに宣言案をお出しください。
Ａ．進展はなく、昨年同様検討中です。
13.　 脱炭素社会を目指し、自然エネルギーの拡充が取り組まれていく時代です。しか
しながら、太陽光発電などの設置をめぐり地域の森林伐採や土砂災害の危険など課
題が近県や近隣の自治体でも出されています。とりわけ西多摩地域においては森林
地帯や河川も多く、災害による危険も経験しております。太陽光発電等についての現
状は私有地の売却等に伴うことですが、地域住民を含めた方々の危機意識を村も踏
まえて、危険な地域での施設の建設について、規制をかけられるよう具体化を進めて
くださるよう要望します（条例等）。
Ａ．太陽光発電施設の設置に伴う土砂災害の危険性や、景観に対する懸念等については、令和3年9月議会の一般質問にも取り上げられており、村では、設置の仕方や、維持管理等がきちんとされない場合は、災害等が危惧されることは承知をしているところです。　村が再生可能エネルギー導入のための調査をかつて行った中では、急峻な山地がほとんどであること、平地が少ないことから、大規模な太陽光発電施設を設置する適地はほとんど無いと考えております。また、設置する場合には、森林については森林法、農地については農地法の規制がかかることや、村の大部分が国立公園の区域内に位置する事等から、現在のところはこれらの法律によってある程度規制がかかっているものと判断しております。また、本年度地域再生可能エネルギー導入計画を策定予定であることから、この計画との整合性をとりながら、必要があれば条例化等も含めて検討する考えです。

14.　災害等に伴う避難所の設置にあたって、女性の担当者も置き、女性の方が避難所に来た際に困りごと等を相談できる体制を構築してください。
　　　また、避難所での生活が過ごしやすい環境づくりに取り組んでください。
Ａ．檜原村地域防災計画（令和３年３月改定）において、「村は、指定避難所の運営において、運営リーダーを男女両方配置するよう努めるとともに、女性の運営役員への参画など、男性に偏った運営体制にならないよう配慮する」と計画策定しており、この計画に基づき、女性の担当者を配置するなど避難者に配慮した避難所運営となるよう努めていく予定です。

15.　新型コロナ感染症への対応について要望します。

　　　檜原村も感染者数が若干ですが増加してきました。残念ながら、国全体や東京都の段階では世論の多くの反対にもかかわらず、オリンピック開催もあり、増加傾向が続きいまだ収束のめどが立っていないのも現状です。

ＰＣＲ検査の拡充や、ワクチン接種が感染拡大の防止策として大事です。病床確保。隔離施設等の確保も求められております。さらに、感染拡大の中で様々な事業や働く人の収入減等が問題になっております。

　村としてのこの間行ってきた村民の方への感染症対策と予防対策、財政支援等を含め行っているこの間の施策等についてお聞かせください。
Ａ．村内はもちろん都や国の動向を見ながら、様々な角度から検討し、実施していく。
財政支援
・ひのはらいきいき支援金事業（地域経済支援金事業）
　住民１人につき現金20,000円の給付
・地域経済活性化事業
　地域経済支援のため住民に対し振興券及び支援金を給付
・中小企業等経営持続化支援事業
　地域内中小企業等に対する支援金の給付
以　　上

連絡先　　〒 190-0205     西多摩郡檜原村4239

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　酒枝　尚雄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　042-598-0040
　　　　　　　回答先　　　　　　　　　　〒190-0152　あきる野市留原746-4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　塚田政夫（西多摩社保協）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　042-596-6225

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m-tsukada@mue.biglobe.ne.jp
· 回答につきましては、塚田あてにメールにてご送付ください。
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